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(57)【要約】
【課題】　加工条件や工具が制約を受けることが無く、
被加工物の振動を抑制できる工作機械の制振装置を提供
する。
【解決手段】　先端に被加工物２を装着した回転軸４の
後端部に、支持軸９を連結して複数の錘部材６ａから成
る錘６を支持軸９に組み付けた。回転軸４の回転に対し
て錘６が回転しないよう支持軸９を回転軸４に連結し、
回転軸４を回転させて加工を行う際に被加工物２に発生
する振動に対して、錘６の質量を変更して共振周波数を
変更し、発生する振動を抑制する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
被加工物或いは工具の何れか一方からなる回転体を工作機械の回動可能な軸の先端に連結
し、他方を前記回転体に当接させて被加工物の加工を行う工作機械の制振装置であって、
前記軸の後端部に質量を変更可能な錘を連結し、前記被加工物の前記工具による加工中に
発生する振動に対して、前記錘の質量を適宜選択して前記振動の共振周波数を変更して制
振させることを特徴とする工作機械の制振装置。
【請求項２】
前記錘は、複数の板状錘部材から成り、前記錘部材が前記軸と平行に重なって前記軸後端
部に連結されて成ることを特徴とする請求項１記載の工作機械の制振装置。
【請求項３】
前記錘は、前記回転体と同一又は同等の形状及び質量を備えると共に、前記軸の中心軸を
延長した軸上に配置されて成ることを特徴とする請求項１記載の工作機械の制振装置。
【請求項４】
前記錘は、前記軸の中心軸を延長した軸上に配置されると共に、前記回転体の共振周波数
を観測する振動観測手段を有し、
観測した回転体の共振周波数と前記錘の共振周波数が一致するように、前記錘の質量が設
定されることを特徴とする請求項１又は２記載の工作機械の制振装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工作機械の回動可能な軸に振動抑制の対象となる被加工物或いは工具を連結
し、前記軸に連結した被加工物あるいは工具を回転させて加工動作させた場合に、発生す
る振動を抑制させる工作機械の制振装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来は、回転する被加工物等に発生する振動を抑制するために、梁部材の端部に錘部材
を取り付け、梁部材を支持する支持箇所から錘部材に至る長さを変更して、共振周波数を
可変とする動吸振器を制振装置として工作機械に取り付けていた（例えば、特許文献１参
照）。また、回転する被加工物を切削加工する工具本体を複数の環状部材とそれを係合す
る係合部材とで構成し、工具自体に摩擦減衰機能を持たせて被加工物の振動を抑制する機
構が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２６３７６７号公報
【特許文献２】特開２００５－３２９５０９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１の技術は効率的に制振効果を発揮できる。しかし、高い制振効果を得る
ためには、対象物に見合った質量の動吸振器を追加する必要があり、設置スペースに制限
を受けて効率的に制振作用を発揮できない場合があった。
　また、上記特許文献２の技術では、加工点に近い工具において制振させることで、高い
制振効果が期待できるものの、突き出し長さや加工形状などにより係合部材の形状や個数
が制限されるため、十分な制振効果を得るために加工条件が制限される場合があるし、使
用する工具全てに対して加工を施さなければ成らなかった。
【０００５】
　そこで、本発明はこのような問題点に鑑み、加工条件や工具が制約を受けることが無く
、被加工物等の回転体の振動を抑制できる工作機械の制振装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
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　上記課題を解決する為に、請求項１の発明は、被加工物或いは工具の何れか一方からな
る回転体を工作機械の回動可能な軸の先端に連結し、他方を前記回転体に当接させて被加
工物の加工を行う工作機械の制振装置であって、前記軸の後端部に質量を変更可能な錘を
連結し、前記被加工物の前記工具による加工中に発生する振動に対して、前記錘の質量を
適宜選択して前記振動の共振周波数を変更して制振させることを特徴とする。
　この構成によれば、加工領域から離れた軸後部に錘を配置するし、工具は従来の工具を
使用できるため、加工条件や工具が制約されることがない。そして、任意の共振周波数に
対してそれを変更することが可能であり、加工時の振動に対して高い制振作用を発揮させ
ることが可能となる。更に、工具変更毎の調整を必要としない利点がある。
【０００７】
　請求項２の発明は、請求項１に記載の発明において、前記錘は、複数の板状錘部材から
成り、前記錘部材が前記軸と平行に重なって前記軸後端部に連結されて成ることを特徴と
する。
　この構成によれば、発生した振動により各錘部材の間で微小な相対運動が生じる。この
相対運動は、接触している錘部材間で摩擦を発生させ、摩擦により効果的な制振作用を生
ずる。
【０００８】
　請求項３の発明は、請求項１に記載の発明において、前記錘は、前記回転体と同一又は
同等の形状及び質量を備えると共に、前記軸の中心軸を延長した軸上に配置されて成るこ
とを特徴とする。
　この構成によれば、軸に対して対称位置に回転体と錘とが配置されるので、同一の形状
及び質量とすれば、双方の共振周波数が一致する。よって、特別な計測器や計算を必要と
することなく、共振周波数を一致させることができ、回転体を変更した場合でも、それに
応じて錘の共振周波数を容易に一致させることができ、良好な制振作用を奏させることが
できる。また、回転体が被加工物の場合、加工により形状が大きく変化する場合があるが
、中途加工製品に合わせた錘を複数準備しておけば、加工過程に応じて付け替えるだけで
、制振作用を持続させて良好な加工を継続できる。
【０００９】
　請求項４の発明は、請求項１又は２に記載の発明において、前記錘は、前記軸の中心軸
を延長した軸上に配置されると共に、前記回転体の共振周波数を観測する振動観測手段を
有し、観測した回転体の共振周波数と前記錘の共振周波数が一致するように、前記錘の質
量が設定されることを特徴とする。
　この構成によれば、回転体の共振周波数を求めることで錘の質量を決定でき、良好な制
振作用を生じさせることができる。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明によれば、加工領域から離れた軸後部に錘を配置するし、工具は従来の工具を
使用できるため、加工条件や工具が制約されることがない。そして、任意の共振周波数に
対してそれを変更することが可能であり、加工時の振動に対して高い制振作用を発揮させ
ることが可能となる。更に、工具変更毎の調整を必要としない利点がある。
　また、軸の中心軸を延長した軸上に錘を配置すれば、制振装置の錘を回転体と同一の部
材とすることができ、その場合は共振周波数を測定する必要が無く容易に且つ良好に制振
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明を具体化した実施の形態を、図面に基づいて詳細に説明する。図１は本発
明に係る工作機械の制振装置の一例を示す断面図であり、１は制振装置、２は振動抑制の
対象となる被加工物、３は被加工物２を把持する把持装置、４は把持装置３に接合された
回転軸、５は回転軸４を回転可能に支持する支持部、６は複数の錘部材６ａから成る錘、
７は回転軸４の後方に錘６を接合するための係合部材、７ａは係合部材７が接合されても
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回転軸４が良好に回転するために回転軸４に組み込まれた支持装置、８は錘部材６ａを係
合部材７と共に固定する固定部材、９は係合部材７に一端が接合されて錘を支持するため
に後方に延びた支持軸、１０は係合部材７に一端が接合されて錘部材６ａを支持軸９に平
行な方向に案内すると共に錘６の回転を防止するためのレールである。制振装置１は、錘
６、係合部材７、固定部材８、支持軸９、レール１０とで構成されている。
【００１２】
　尚、支持軸９の他端、及びレール１０の他端は、支持部５を組み込んだ支持体１１と一
体に形成された固定面１１ａに支持されている。また、１２ａは被加工物２に実際に発生
する振動を観測するための振動センサ、１２は振動センサ１２ａの観測値から共振周波数
を演算する振動演算手段であり、振動センサ１２ａは支持体１１の被加工物２に近い部位
に設置されている。
【００１３】
　制振装置１は具体的に以下のように構成されている。まず、係合部材７は円盤状に形成
され、支持装置７ａを介して回転軸４の後端部に回転自在に連結されている。そして、支
持軸９は、係合部材７の中心、即ち回転軸４の中心軸と同一軸上に配置されて固着されて
いる。レール１０は、支持軸９の下部に平行に配置され、係合部材７の下部に同様に固着
されている。また、支持軸９はねじ溝が周囲に形成され、固定部材８は支持軸９に螺合す
るねじ溝を有している。
【００１４】
　一方、錘部材６ａは略四角形の板状に形成され、下辺となる１辺の中央から上辺に向け
て支持軸９の径及びレール１０の径よりも大きな幅の溝６ｂが設けられている。この溝６
ｂに支持軸９及びレール１０が挿入されて錘部材６ａは支持軸９に載置される。
　こうして支持軸９に載置された錘部材６ａは、係合部材７と固定部材８とで挟持され固
定される。但し、支持軸９とレール１０は、錘６による制振作用を妨げることが無いよう
に、装着された錘６に比べて十分低い剛性となっている。
【００１５】
　このように構成された制振装置１は、錘６の質量を変化させることにより、被加工物２
を含む回転軸４周りの共振周波数を任意に変更することが可能となる。錘６は予め錘部材
６ａの枚数と共振周波数との関係を調べて装着され、錘６の質量決定（錘部材６ａの枚数
決定）及び変更手順は次のように行われる。
　把持装置３により被加工物２を把持して装着した回転軸４を回転させ、図示しない工具
を被加工物に当接させて加工を開始し、発生した振動の周波数を振動センサ１２ａ及び振
動演算手段１２により測定する。こうして測定した周波数に対して、錘６の共振周波数が
適切となるよう必要な錘部材６ａの枚数を決定する。錘部材６ａの変更は、固定部材８を
回転して緩めて、装着済みの錘部材６ａの固定を解除した後、錘部材６の追加或いは抜き
取りを行い、固定部材８を回転して固定操作することで、錘６の共振周波数を変更する。
これらの作業は、図示しないロボットやローダなどを用いて、それらを振動センサの測定
結果に基づいて制御して行うと良い。
【００１６】
　こうして、錘６をセットした状態で回転軸４を回転させ、図示しない工具を被加工物２
に回転軸に直交する側方から当接させて加工が開始される。この時発生する振動は、被加
工物２から回転軸４を介して制振装置１に伝達され、被加工物２と同一の周波数で制振装
置１が振動する。このとき発生する振動で、各錘部材６ａの間で微小な相対運動が生じ、
その接触表面にて発生する摩擦により高い制振効果が発生する。
　尚、このとき錘部材６ａの表面摩擦により得られる減衰性を向上させるために、例えば
、表面の平坦度を高くして接触表面積を大きくしても良いし、摩擦係数を大きくする表面
加工を施しても良い。
【００１７】
　このように、加工領域から離れた軸後部に錘を配置するし、工具は従来の工具を使用で
きるため、加工条件や工具が制約されることがない。そして、任意の共振周波数に対して
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それを変更することが可能であり、加工時の振動に対して高い制振作用を発揮させること
が可能となる。更に、工具変更毎の調整を必要としない利点がある。
　また、被加工物の共振周波数を求めることで錘の質量を容易に決定でき、加工により被
加工物の形状が大きく変化する場合でも、制振効果を失うことなく効率的な制振を行うこ
とができる。
【００１８】
　ここで、上記制振装置１の効果を検証するために行ったシミュレーション解析の結果を
以下に示す。図３は制振装置を持たないモデル(以下、モデルＭ１とする)の斜視図、図４
は制振装置１を有するモデル(以下、モデルＭ２とする)の斜視図である。尚、制振装置１
は円柱モデルに簡易化してある。そして、図５は解析結果を示し、振動振幅と周波数の関
係を示している。
【００１９】
　解析では、被加工物２の先端に一定の大きさで周期変動する力１３を加えた場合の各周
波数における被加工物２の先端における振動振幅を算出した。図５はその結果であり、こ
の図５に示すように、実線で示すモデルＭ１では周波数ｆＡにピーク１４が現れたのに対
して、点線で示すモデルＭ２では周波数ｆＢにピーク１５が、周波数ｆＣにピーク１６が
現れた。そして、最大振幅を見ると、モデルＭ１ではＧＡとなったのに対して、モデルＭ
２ではＧＣとなり、約３２％の減少が見られた。
【００２０】
　また、図６～図８は上記シミュレーションにより各モデルを振動させた状態の外観図を
示し、図６はモデルＭ１の周波数ｆＡにおける振動状態、図７はモデルＭ２の周波数ｆＢ
における振動状態、図８はモデルＭ２の周波数ｆＣにおける振動状態をそれぞれ示してい
る。この振動状態図より、モデルＭ１では被加工物２が単独で振動しているのに対して、
モデルＭ２では、錘６が被加工物２と一緒に振動していることが分かる。このとき、図７
、図８から周波数ｆＢと周波数ｆＣとでは、錘６は反対位相で振動していることが分かる
。
　以上の挙動は、動吸振器に見られる特徴であり、本制振装置１が被加工物２に対して効
果的に制振効果を発揮することを示している。
【００２１】
　尚、本発明の制振装置１に係る構成は、上記実施の形態に示した態様に何ら限定される
ものではなく、制振装置１を構成する錘６、係合部材７、固定部材８等に係る構成を、本
発明の趣旨を逸脱しない範囲で、必要に応じて適宜変更することができる。
　例えば、上記実施形態では、回転軸４の軸心に連続する軸上に支持軸９を配置して錘６
を装着しているが、回転しない支持軸９は回転軸４と同一軸上に配置しなくとも良い。ま
た、複数の錘部材６ａにより錘６を構成しているが、単一の構成物を用いても良い。
【００２２】
　図９は、制振装置のこのような変更例を示す断面説明図であり、錘６を一体形成した構
造物１７とし、それを把持する把持部材１８とにより制振装置を構成した例を示している
。そして、構造物１７を、被加工物２と略同一の形状及び質量を備えたものとしている。
このように構成することで、特別な器具や計算を必要とすることなく、双方の共振周波数
を一致させ、簡単に制振装置を構成することができる。また、制振装置１をこのように構
成した場合、被加工物を変更した場合は、それに応じて構造物１７を変更することで、簡
単に周波数を一致させることができる。また、被加工物２が加工により形状を大きく変化
する場合でも、中途加工製品に合わせた構造物１７を複数準備しておけば、加工過程に応
じて付け替えるだけで、制振作用を持続させて良好な加工を継続できる。
【００２３】
　また、上記実施形態では、回転軸４に対して係合部材７を回転可能に結合することで、
制振装置１を回転しないようにしているが、回転軸４と係合部材７とを締結して、制振装
置１を軸４と共に回転させても良い。図１０、図１１は、回転する制振装置１の構成例を
示している。図１０は工作機械を含む断面説明図であり、図１１は図１０の制振装置１の
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　この図１０、１１に示すように、円環状の錘部材１９ａから成る錘１９と、固定用ナッ
ト２０と、回転軸４に接合された係合部材２１と、軸４のクランプ装置２２とを用いて装
置を構成することも可能である。これにより、レール１０や支持装置７ａが不要となるし
、係合部材２１から延びた支持軸９の端部を固定面に固定する必要が無くなるため、装置
の簡易化を図ることができる。
【００２４】
　また、上記実施形態の振動センサ１２は、具体的に加速度センサ、音センサ、或いは変
位センサを用いることができるが、シミュレーション解析によって共振周波数を推定して
も良いし、加振テストを行って測定しても良い。
【００２５】
　更に、上記実施形態では、旋盤や研削盤等において被加工物２を把持装置３で把持して
回転する主軸装置等に適用できる構成を例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定され
るものではなく、図１２に示すように、回転軸４の先端に工具２４を装着する例えばマシ
ニングセンタの主軸や複合加工旋盤の工具主軸にも適用できることはいうまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明に係る工作機械の制振装置の一例を示す工作機械の断面説明図である。
【図２】図１の制振装置の斜視図である。
【図３】シミュレーション解析に用いた制振装置を持たないモデルの斜視図である。
【図４】シミュレーション解析に用いた図２に示す制振装置を備えたモデルの斜視図であ
る。
【図５】シミュレーション解析から算出された振動振幅と周波数の関係を示すグラフであ
る。
【図６】シミュレーション解析から算出された周波数ｆＡにおける制振装置を持たないモ
デルの振動状態を示した上面図である。
【図７】シミュレーション解析から算出された周波数ｆＢにおける制振装置を備えたモデ
ルの振動状態を示した上面図である。
【図８】シミュレーション解析から算出された周波数ｆＣにおける制振装置を備えたモデ
ルの振動状態を示した上面図である。
【図９】振動抑制対象と同等の構造物と把持装置を用いた制振装置の構成例を示す断面説
明図である。
【図１０】回転軸と共に回転する制振装置の構成例を示す断面説明図である。
【図１１】図１０に示す制振装置の斜視図である。
【図１２】本発明に係る工作機械の他の例を示す工作機械の断面説明図である。
【符号の説明】
【００２７】
　１・・制振装置、２・・被加工物、４・・回転軸（軸）、５・・支持部、６・・錘、６
ａ・・錘部材、７・・係合部材、７ａ・・支持装置、８・・固定部材、９・・支持軸、１
１・・支持体、１２・・振動演算手段（振動観測手段）、１２ａ・・振動センサ（振動観
測手段）、１７・・構造物（錘）、１９・・錘、１９ａ・・錘部材、２０・・固定用ナッ
ト、２１・・係合部材、２４・・工具。
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